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〈 研 究要 旨〉

　筆者 は， 1994年秋 に主要会社 1，000 社 に対 して ，管理会計 の 全領域 に亘 り227 項 目の

ア ン ケ ー ト調 査 を実施 した ．当調査 に 回 答 した 229 社 の 回答 を集計 ・分析 した 結果 を

『日本企 業の 管理 会計
一主要 229 社 の 実態分析』 と題 して 出版 した ．当調査 を解析 した

結果，管理 会計理論 と実務 の 間 に相 当の 乖離 を発 見 した ．中に は理論 と実務が
一

見正 反

対の 傾 向 を示 して い る 回答結果 さ え存 する ．

　 なぜ 管理会計理論 と実務 は 乖離する の か ，両者 を融合 させ る に は ど うすべ きか ．こ の

課題 に挑 ん だの が ， 本論文 で あ る．本論文で は ， 対象 とす る理 論 と実務を定義 ・類別 し

た うえ，理 論 と実務 の うち応 用理 論 と実態理 論 に つ い て 両者 の 関連性 を検討 して い る ．

こ の 場合 に は ，乖離説 や
一

体 説 は容認 し難 い の で ，融合説 に立 ち，い か に両者 を融合 す

べ きか を論 及す る，

　 まず管理 会計理 論 と実務 の 乖 離 ・融合 問題 を解明する た め ，有用 性
一
特に 目的適合性

の 立 場 に 立 ち
， 目的適 合性 を単

一
目的適合性 ， 複合 目的適合性 （経 営機能別 ・管理階層

別 に細 分）及 び環境適応型 目的適合性 に 分類す る． こ れ ら の 目的適 合性別 に乖離 の 要 因

と融合の 方策 を，内外の 文献 を基 に史的 に考察 し，理 論 的検討の 基 盤 とす る． また こ れ

ら の 立 前論 とは別 に本 音論 に つ い て も言及 する ．

　本論 として は ，以 上 の 検討 に基づ き 4 つ の 仮 説 （単
一一

目的適合性 ， 経 営機 能別 目的適

合性 ，管理階層別目的適合性及び環境対応型 目的適合性の 各仮 説）を立 て ，これ を上 記

の 実態 調査結 果 に よ り例証す る ．最 後 に管理会計理 論 と実務の 融合 を図 る に は
，

日本管

理 会計学会 に 期待 する と こ ろ が 極 め て 大 きい こ とを主張 し
， 本論文 の 結論 とす る ．

　な お ，本論 文 は
，

1995 年 11 月 10 日に立命館 大学で 開催 され た 日本管理 会計学会第 5

回全 国大会 の 統
一

論題 にお い て研 究 報告 した草稿 を加筆 した もの で あ る．

〈 キ
ー

ワ ー ド〉

管理 会計理論 ， 管理 会計実務 ， 有用性 ， 目的適合性 ， 実態調査 ， 仮説 ・例証 ， 乖離 ・融合

1995年 12月 受付
＊ 早 稲 田 大 学商 学部
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1 。 管理 会計理論 と実務の 意義 と関連性

　そ もそ も理 想 と現 実 ， 立 前 と本音は
一

致 しそ うで
一

致 しない の が 世 の 習 で ある ．理論 と

実務 もその 例外 で は ない ．なぜ 一
致 すべ き理論 と実務 は 乖離 す るの か

， 両 者 を融合 させ る

に は ど うすべ きか ． こ の 問題 を管理 会計 の 立 場か ら解 明 し よ うとす る の が ， 本 論文の 目的

で ある ．

　こ の 問題 に 関心 を寄せ る よ うに な っ たの は
，

わ が 国主 要企 業 に お ける 管 理会計 の 実態 を

解 明す る た め
，
1994 年秋 に 主 要企 業 1

，
000 社 に 対 し郵 送 に よ る ア ン ケ ー ト調査 を実施 し

た こ とに起 因す る． 当調 査 で は， 227 項目 め質問 に つ い て 229 社 か ら回 答 を得 る こ とが で

きた ．当調査 結果 は集計 ・解説 を加 え ， 既 に 1995 年 10 月 に 『日本企業 の 管理会計
一

主要

229 社 の 実態分析
一

』 と題 し中央経 済社 か ら出版 され て い る ［西澤 ，
1995A ］．

　当書に よ る と
， 幾つ か の 点で 管理 会計理 論 と実務が大 き く対立 して お り， 場合 に よ っ て

は一
見正 反対 の 様 相 を呈 して い る 回答 さえ見 受け られ た． そ の 原 因 を探 り理 論 と実 務 を融

合 させ る こ と は ， 日本管理 会計学会の 課題 で もある ． こ の た め 立命館大 学 で 1995 年 11 月

に 開催 され た 第 5回全 国大会で は
， 統

一
論 題 を 「管理会計 の 有用性

一
理論 と実務 の 融和 を

め ざ して
一

」 と定 め ， 筆者 自身も 「実態調査か ら見 た管理 会計 理 論 と実務 の 乖離」 と題 し，

研究報告を行 っ た ［西澤 ，
1995B ］．

図 t　 管理 会計理論 と実務の 関係
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　 さ らに 『企 業会計』誌 も同 じ趣 旨か ら， 1995 年の 12 月号 で 「管理 会計理 論 と実務 の 融

合」 と題 す る 特 集 を組 み
， 筆者 もそ の 中で 「管 理 会計 にお ける有用性 の 喪失 と復活」 に つ

い て 論文を寄せ て い る ［西澤， 1995C
，
　pp26 〜 32］．

　そ れ に して も 「理論 」 とは 何か ， 「実 務」 とは何か を明示 し ない と ， 両者 の 関係 を論及

す る こ とが で き な い ． そ こ で 「理論」 と 「実務」 の 意義 と関係 を筆者 の 理解 に よ り図示 し

て み る と，図 1 の とお りで あ る ．当図で は
， 管理 会計 理 論 と管理会計 実務 を次 の よ うに 分

類 す る こ と を ， 前提 と して い る ．

（1） 管理 会計理 論 の 3 分類

　  基礎理論 一… 実務へ の 応用 を意 図 しない 純粋理 論 （例 えば，会計哲学や 会計史等）

　  応用理論 … 一実務 へ の 応用 を意図 した 実践 理論 （例 え ば
， 日米 の 権威 ある 機 関の

　　　　　　　　　 報告書等）

　  開発理論 … ・・特定企 業 へ の 適用 だ け を意 図 した導入理 論 （例 えば
， 特 定企業 の シ

　　　　　　　　　 ス テ ム 開発や コ ン サ ル テ ィ ン グ等）

（2） 管理会計 実務 の 3 分類

　  経験 的実務 ・・… 理論 的改善 を意図 しな い 成 り行 き的 な実務 （例 えば
， 零 細企 業 の

　　　　　　　　　　 実務等）

　  実務実態 ・… ・実態調査 か ら見た 実務の
一

般的状 態 （例 えば ， ア ン ケ ー ト調査 や ヒ

　　　　　　　　　 ヤ リン グや フ ィ
ー

ル ド ・ス タデ ィ 等）

　  個 別事例 … ・・特定の 会社 や 事業部門等 の 特殊 な実務 （例 えば，A 杜 ，
　 B 社 の 個別

　　 　　 　 　　 　　 の 事例 等）

　　　　　　　　　　　　　　　　理論 一 academic
， 先 進性 ， 規 範性 ， 普遍性

実務 一
pragmatic， 後進性 ， 現実性 ， 特定性

理 論　　 理 論 は実務の 蒸留で あ る．

実務 一 実務 は 理論 の 特 定形 態 で あ る．

理論　　 理 論 に 立 脚 した 実務 を

実務 一 実務 に役立 つ 理論 を

図2　管理会計理 論 と実務の 関係
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　他 方 ，
こ れ らの 理論 と実務の 関係 に つ い て は

， 次 の よ うに 3 説 を類 別 した （図 2 参照）．

（1） 乖 離説

　乖離説 に よ れ ば
， 理 論は academic で あ り ， 先進性 ・規範性 ・普 遍性が あ る が

， 実務 は

pragmatic で あ り， 後 進性 ・現 実性 ・特 定性 が あ り，本 質 ・機能が 相 違す る の で
，

理 論 と

実務が 乖離 す るの は や む を得 な い もの と され る。

（2）
一
体説

　
一．一

体説に よれ ば
， 理論 は実 務の 蒸留で あ り ， 実務 は理論 の 特定形態 で あ る か ら

， そ も

そ も理 論 と実務 は一体化すべ きもの と され る ．

（3） 融合説

　 融 合説 に よれ ば ，理論 面 か らは 理論 に 立 脚 した実 務展 開が 要望 され ，実務面 か ら は 実

務 に 役立 つ 理論展開が 要請 され ， 両者 を融合 させ る こ とが 最大の 課題 と され る ．

　図表 1の 場合 に つ い て 論 ずれ ば
， 基礎 理論 と経験 的 実務 は

， 融合 を全 く意 図 して い な い

の で 乖離説 が 成 り立 つ ． ま た 開発 理 論 と個 別 事例 は ，本 来 融 合 を 目的 と して い る の で ，

一
体説が そ の ま ま該 当す る ．従 っ て 理 論 と実務の 融 合 説が 主 と して 問題 とな る の は ，応

用 理 論 と実 務 実態 の 間 に つ い て で あ る ． こ の 場 合 の 応用 理 論 と して は
， 例 えば 拙著 「経

営管理会計』 を想定 し ， 実務実態 と して は ， 例 えば 拙著 「日本企 業の 管理 会計』 を想定

す る こ とが で きる ．前書 は
， NA （C ）A ，

　IMA
，
　AAA ， 大蔵省 ， 通産省 ， 日本会計研究学会

等か ら戦後制 定 ・公 表 され た一
連 の 管理 会計 ス テ

ー トメ ン トを集大 成 した もの で
，

い わ

ゆ る 「
一

般 に認 め られ た管 理会計指針」 をなす もの と自負 して い る ［西澤， 1996 ］．従 っ

て
， 応用理 論 と実務 実態の 乖離 ・融合 問題 は

， 例 示的 に は 上記 2 書の 比較 ・検 討 と して 検

証す る こ とが で きる ．

2 ． 管理 会計 に お け る 理 論 と実務 の 乖離 と融合

　本論文で は ，上 述 の よ うに対 象 を限定 して 理論 と実 務 の 関連 性 を論 及 す る が
，

い た ず

らに 理論 と実務の 対立 を指摘す る だ けで は 問題解決 に は な らな い ． そ こ で 管理 会計理 論

と実務 の 乖離 ・融合 に 関す る過去 の 歴史 を内外 の 文献 に基づ い て 考証 して み よ う．

　管理 会計理 論 と実務 の 乖離 ・融合 問題 は ，既 に 前記 の 拙 稿論文 で も詳 述 した よ うに

［西 澤 ，
1995C ］， 管理会計 の 有用性（usefulness ）を中心 と して 展 開する こ とが 有効 で あ

る ． FASB の SFAC 　No ．2 は
， 厂会計情報 は

， 目的適 合的 で か つ 信頼 性 あ る もの で なけれ

ば な らず ・… … ・・そ れ が 失 わ れ れ ば 会計情報 は 有用性 を喪 失す る」 と論 じ ［FASB ，

1980 ，par．33］，有用 性 は 目的適 合性（relevance ）と信 頼性か ら構成 され て い る こ とを 明 ら
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か に して い る ．

　 こ こ に 目 的適 合性 と は ， SFAC 　No ．2 に よ れ ば
， 「情報利用 者 に過去 ， 現在 ， 将 来の 事象

の 成果 に 関す る 予 測 を行 うか ， 事前の 期 待 を確認 又 は修正 す る に 当た っ て
， 情報利 用者 を

援 助 す る こ と に よ り， 意 思 決 定 に 差 異 を生 じさ せ る 情報 能力 を 言 う」 もの と さ れ る

［FASB ，
1980

，
　par．46］．　 AAA の ASOBAT も ， 「目的適合性 は

， 基 本 的な会計基準 で あ っ

て ，情報 は ，促進 を意図 した 活動又 は発生 を希望 す る成 果 と関連 を有 して い る か ，そ れ ら

と有効 に関連 を有すべ きこ と を求め る基 準で あ る」 と論 じて い る ［AAA ，
1966

，
　p．7］．

　目的適 合性 に お ける 目的 を単
一

目的 と複合 目的 （経営機 能別 目的 と管理 階層別 目的 に細

分 ） と環境対応 型 目的 に 分類 して み る と
， 管理 会計理 論 と実務 の 乖離 要因 と融合方策を表

1 の よ うに 要約す る こ とが で きる ．以 下
，

こ の 内容 を時代 を追 っ て論及 し よ う．

表 1　管理 会計理 論 と実 務の乖離 と融合 の要因

目的適合性 の 種類 乖 離の 要因 融合 の 方策

単
一

目的適合性 外部報告 の 優先 条件理 論 の 導入

経 営機 能別 情報費用 の 増大 費用便益 理 論 の 採用立

　
前
　
論

複 適

合 A

目
ロ

的 性 管理 階層 別 情報 ニ ーズの 相違 エ ージェ ン シー理論の 活用

環境適応型 目的適合性 環境対応 の 遅 延 会 計技法の 技術 革新

本
音
論

  学者 は実務 を知 らず 、 実務 家 は理論 を知 らない ．

  学者 は成功 を信 ずる が 、 実務家 は失敗 を恐れ る．

  学 者は 革新 を好 むが 、実務 家 は 革新 を試み る 暇 が ない ．

（1） 単一 目的 適合性

　 1920 〜 30 年代 に おい て は
， 伝 統 的 に 単

一
目的適合性 が 固守 され

， 原価 計算 の 領 域 で は

真実原価 の 計算が最 大の 課題 と され て い た ． こ の よ うな真実原価理 論（true　cost 　theory）の

許で は ， 法的強 制力の あ る外部報告 目的が 優先 し ， 肝心 な内部管理 目 的が軽視 され ざる を

え な い ． こ の 傾 向 に 対 す る批 判 と して
，
J．　M ． ク ラ

ー
ク は

，
1923 年 に 『間接 費経済学』

を発 表 し ， 「異 な る 目 的 に は 異 な る 原 価 を」 適 用 す る こ と を発 表 し た ［Clark ，
1923

，

Chap ．7］． こ れ が ク ラ
ー

クの 条件別理論 （conditional 　theory）で あ るが ， 条件 別 に 適合性 を

追求すべ きこ とは
， 当時 は未 だ 一

般 化す る まで に は至 らな か っ た ．
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（2） 経営機能別の 目的適 合性

　 そ の 後 ， 条件 別 理 論が 主 流 に な っ た の は
， 1960 年代 に 入 っ て か らで あ る ．特 に C．T．

ホ ー
ン グ レ ン が 強 く推 進 した こ と もあ り ［Horngren ，

1989
，
　p25 ］， 機能 別の 目的適合性

が 重 視 され た 、その 結果，経営機 能 に つ い て は情 報利 用者 の 情報 ニ ー ズが 尊重 され ，当該

ニ ーズ を満 た す ため に ， 幾多の 数量 モ デ ル （例 えば ，統 計的 回帰分析，CVP 分 析 ，差異

調査 モ デ ル 等）が
， あ い つ い で 開発 され た ．

　 と こ ろが
，
R．　W ． ス ケ イ ペ ン ス は

，
こ の よ うな 数 学的 で 複雑 な数量 モ デ ル は

， 実務 で

は 殆 ど使用 され て い ない 事実 を発 見 した ［Scapense，1985，　p．5］．そ の 理 由の 1 つ は ，費

用 が 余 りに もか か りす ぎる 点 に あ っ た ． 1970 年代 に 入 る と
， 情 報 経済 学 （information

economics ）が 誕 生 し， 「情報 に も コ ス トが 要 す る」 こ とが 認 識 され た ， コ ス トを要す る 以

上 は経 済性 が問題 とな り， 費用 と効果 を併せ 検討す る 費用便益 理論（cost −benefit　theory）

が
， 目的適合性の 主 要課題 とな っ た ．

（3） 管理 階層別 の 目的適合性

　 しか し
，

こ の よ うな費用便益 理論 も ， 便 益 の 測 定が 事実 上 困難 な こ ともあ り， 目 的適 合

性 を 達 成 す る 救 世 主 と は な りえ な か っ た ． 1980 年代 に 入 る と
，

エ
ー

ジ ェ ン シ
ー

理 論

（agency 　theory）が提 唱さ れ ， 情報 ニ ーズ も管理 者の 階層 に よ り相違す る こ とが 認識 され

た ． その 結 果 ， 管理 階層 別 に 目的適合性 を追 求す る こ とが必 要 とな り， エ ー ジ ェ ン シ
ー

理

論 を背景に して複数の 情報利用者 及 び期 間 を対象 に
， 非対称 情報 を数式展 開す る 方式 が 普

及 した 、 しか し仮説 が 単純 な反面 ，
モ デ ル が複雑す ぎ， 費用便益 の 観点か ら却 っ て 理 論 と

実務の 乖離が拡大 して しま っ た ．

（4） 環境対応型 の 目的適合性

　 1980 年代 後半か ら 1990 年代初頭 にか けて
， 企業 を とりま く社会的 ・経済的 ・技術 的環

境が 急変 した ， と こ ろ が 管理会計 は 旧態依 然 で
， 環境 へ の 対 応 を欠 き， 目的適 合性 を失 っ

た ．例 えば ，H ．T． ジ ョ ン ソ ン とR ．S．キ ャ プ ラ ン は ，『レ レ バ ン ス ・ロ ス ト』 にお い て
，

厂今 日の 管理 会計 情報 は
， あ ま りに も遅延 しす ぎ … … …

目的適合性 を喪 失 して い る」

と非難 した ［Johnson 　and 　Kaplan
，
1987

，
　p ．1］．

　そ の 対応 策 と して 管理 会計技法の 技術革新が 強調 され た ． ジ ョ ン ソ ン は新著 『レ レ バ ン

ス ・リゲ イ ン ド』 で TQC 等 の 工 学技 法 を重視す る あま り ［Johnson ，
1992 ］， 却 っ て 管理

会計 の 目的適合性 を否定す る結果 に 終 わ っ て しま っ た こ とは 残 念 で ある ．

（5） 理 論 と実務 の乖 離 ・融合 の 本音論

　以上 ， 目的適合性 の 観点 か ら管理会計理 論 と実務 に つ い て 乖離 要因 と融合方策 を年代 を追

っ て 考察 した ． こ れ らの 乖離 ・融合 も単 なる過去の
一

事象に す ぎな い もの で は な く， 現行 の
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理 論 と実務の 中に も渾然
一
体 とな っ て 内在 して い る ．従 っ て 現行の 理論 と実務 を 目的適合性

の タイプ別 に類別 し， 両者の 乖離原因 を解明する と
， や が て両者 を融和す る道 も開か れ よ う．

　 しか し， こ れ らは い わ ば立 前論 にす ぎ ， そ れ だ けで は，理 論 は と もか く実務 を改 善す る

こ とは で きな い ．実務 を改善す る に は ，あ えて本音論 を戦 わ す こ とが 不 可 欠で あ り，そ れ

な くして は 問題 解決 を図 る こ とが で きな い ． こ の た め敢 えて タ ブー の 本音論 に 挑 ん で み る

と，次の とお りで あ る （表 1 「本音論」参照〉．

  学者 は実務 を殆 ど知 ら ない し， 実務 家 は余 り理 論 を勉 強 して い な い ．相 互 に 他 の 事情

　 を熟知 して い ない の で ，理 論 と実務 の 融和が 困難で あ る ．

  学者 は実務 へ の 適用 を信 じて 新理論 の 開発 に努 め て い る ． しか し ， 実務家 は そ の 導入

　 に 失敗すれ ば責任 を負わねばな らな い の で
， 慎重 に な ら ざる をえない ．

  学者は次々 に革新的な方式を提唱する が ， 実務家は 現業 に多忙で
， そ の 提案を検討 し

　 導 入す る 時 間 ・能力 的な余裕 を有 して い ない ．

　 こ れ らの 本音 を真に解決す る には ，学者 に実務 参加の 機 会 を与 える と と も に ，実務家 に

は リカ レ ン ト教育 ない し生涯教育 を施す必 要が あ る ． また企業 の トッ プは ，革新 を奨励 し

失敗 時 の 責任 は 自己が 負 うこ と を表 明す る こ とが大切 で あ る ． さ ら に実務へ の 導入 を促進

す る に は ，
コ ン サ ル タ ン ト等の 活用 も強 く望 まれ る ．

3． 管理 会計理 論 と実務の 乖離 ・ 融合 に 関す る仮説 と例証

　本 音論 は さて お き立 前論 の 立 場 か ら表 1 に 示 した 目的適合 性 の 種 類別 に ，
4 つ の 仮説 を

立 て ，前記 の 実態調 査 に よ っ て こ れ ら を例 証 して み よ う． こ こ に 仮 説 ・例証 とは
， 実証理

論に おけ る 厳密 な 「仮説 ・検証」 を意味す る もの で は な く， 仮 の 説 を例 示す る に す ぎない 。

なお 例示 に当た っ て は前著 『日本企 業の 管理 会計』 を使用 す るが
， 当調査 で は複 数 回答方

式を採用 して い る た め
， 回答数 の 合計は 回答会社 数 を上 回 っ て い る こ とに留意 され た い ．

（1） 単
一

目的適 合性 の 仮説 と例証

　第 1 に 単
一

目的適合性 に つ い て
， 次の 仮説を立 て る こ とが で きる ．

　　仮説 1 − 「単 一
目的適合性 を固持す る と

， 内部管 理 よ り外部報 告が 重視 され 内部管理

　　　　　　　が 有用性 を喪失す る の で ，複合 目的適合性に よ り管理 会計 の 有用性 を復 活

　 　　　　 　　すべ きで あ る ．』

　 こ の 仮説 を例 証す る ため ， 外部 報告 の た め の 財務 会計 と内部 管理 の た め の 管理 会計 を取

り上 げ，そ の 関係 に つ い て 実態調査結果 を表記 して み る と
， 表 2 の とお りで ある ［西澤，

1995 ， p．39 ］． 同表の D の よ うに 「本格的 な管理会計 は実施 して い ない 」会社が ，
224 社
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　　　 　　　　 表2　財務 会計 と管理会 計 の 関係の 実態

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 延 べ 社数

1繰韈難讖藷謙融蒡1三lllll壽ゆ
D　 本格 な 管理会計 は 実施 して い な い ．・……・…………・…・………・・50

E　 そ の 他…・………・………………………・……・………・…・………… 2

業種別分類 規模別 分類 総 回答会社　 　 回

設　答

問

製造業 非製造業 一部上場 その 他 合計 平均

呵答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 同答数 百分率 回答 数 百分 率

A 3721 ．8 10185 4021 ，9 717 ．1 4721 ．0
B 2112 ．4 713 ，0 2513 ．7 37 ．3 28125
C 10159 ．4 3463 ．01126L2 2356 ．113560 ．3

D 3822 ．4 1222 ．2 3921 ．3 1126 ，8 5022 ．3
E 21 ．2 00 ．0 21 ，1 00 ．0 20 ．9

社数 170100 ．0 54100 ．0183100 ．0 4110 α 0224100 ．0

の うち 50 社 あ り， 22 ．3％ に 達 して い る 。特 に 1部上 場 会社 の うち管理 会計 を実施 して い

な い 会 社が 39 社 （21．3％ ）存 す る 事 実 は
， 驚か ざる をえ な い ．管 理 会計理 論の 立 場 か ら

は
， 近代企 業で は管 理会計 を実施 する こ とが大 前提 と され て い る ． しか し ， 壱部 上場 会社

で さえ 2 割強の 会社が 管理 会計 を実施 して い な い 理 由は 何か ．管理 会計な しで 経営が効率

的 に 管理 で きる の だ ろ うか ．

　
一

部 の 大会 社 が 管理 会計 を実施 して い な い 理 由 を，単
一

目的適 合性 に 求 め て み よ う．A

の よ うに 「両 会計 は 別個 の 部 門 が 担 当 して い る」会 社 が 47 社 （21 ．0％ ）存 す る こ とは ，

換 言 す れ ば 8 割 近 い 会社 が 財 務 会計 と管理 会計 を同
一

部 門が 担 当 し て い る こ と を意 味す

る ．同
一

部門が 両者 を担当す る 場合 に は
， 財務 会計 と管理会計 を調整 し

一
本化 す る こ とが

重要な課題 と なる ．調整法 と して は
， B の よ うに期末調整型 を とる会社 もあれ ば

，
　 C の よ

うに コ ン ピ ュ
ー

タ調 整型 を とる 会社 もあ る が ， 要 は一
本化が不 可 欠 とな る．財務 会計 は法

的強制力 を有す る の で ，企 業 会計 は財 務会計 主 導型 と な り， 管 理会計 を実施 して い ない 約

2 割の 会社 は ， 単
一

目的 適合性 を固 守 して い る た め 本格 的 に 管理 会計 を実施 して い な い も

の と思 わ れ る ．

　 もう 1 つ の 例 を人 的資源 会計 に つ い て 示 して み る と
， 表 3 の とお りで あ る ［西 澤 ， 1995

A
，p．40］．当表 は

， 物 的資源 会計 に対比 され る人 的資源 会計の 実態 を調査 した もの で
， 同

表の A 及 び B の よ うに 人 的資 源 へ の 支 出 を 「資 産 に 計 上 して い る」 か 「資産計上 した こ と

が あ る」会社 は
， 215 社 中 わず か 10 社 （4．7％ ） に す ぎ な い ．C め よ うに 「資 産計 上 は一

切考 えた こ と もな い 」 会社 が ， な ん と 174 社 （80．9％ ）に達 して い る． こ れ らの 回答 結果
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ABCD

　　　　　　　　　 表 3　 人的 資源会計の 実態

　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 延 べ 社数

ll鬟 鬟難 1鞍三三1三鷺三三：
詮｝制  

で きれ ば将来資産 計上 を考えて み た い
。

……・…………・・…… 34

業種 別分類 規模別 分類 総 回答会社回

答
　

設
問

製造業 非製造業
一
部上 場 その他 合計 平均

回答数 百分率 囘答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答 数 百分率

A 31 ．8 12 ．0 3L7 12 ．6 41 ．9
B 53 ．0 12 ．0 42 β 25 ．1 62 ．8
C 13381 ．1 4180 ，414481 ．8 3076 ．917480 ．9
D 2515 ．2 917b 2815 ．9 615 ．4 3415 ．8

社数 164100 ．0 51100 ，0176100 ．0 39100 ，0215100 ，0

か ら は
，

わが 国で は人 的資源 会計 は
， 殆 ど実践 され て い な い と言 っ て も過言 で は な い ．

　管理 会計理 論 で は
，

ヒ ト ・モ ノ ・カ ネの うち ヒ トが こ れ まで無 視 され て きた の で ， ヒ ト

を対 象 と した 人的管理 会計 の 導 入が強 く望 まれ る ． しか し ， 実務 は こ れ を無 視 して い る の

が 実態 で あ る．そ の 理 由の 1 つ を 単
一

目的適合性 に 求 め て み よ う． 単
一

目的適合性 の 許 に

財務会計 と管理 会計 を
一

本化 す る 場合 に は
， 財 務会計 とパ ラ ダイム を異 に す る 人的管理会

計 は
， 財 務会計 に 併用 す る余地 が 存 しな い の で ある ．今後 は複 合 目的適合性 を と り， 財 務

会計 と別個に管理 会計 を実施すれ ば，理論 と実務の 乖離 を融合 させ る こ とが で きよ う．

（2） 経営機 能別 目的適 合性 の 仮説 と例 証

　 第 2 に 機能別 目的適合性 に つ い て ，次の 仮説 を立 て て み よ う．

　　仮説
一 『機能 別 目的適合性 を追求 す る ため 複雑な数量 モ デ ル を導入す る と

， 費用便益

　　　　　　 性 が損 な わ れ るの で ，簡便方式 を選好す る方が 管理 会計の 有用性 向上 に 役立

　　　　　　 つ ．』

　 こ の 仮 説 を例 証 す る た め ， 表 4 の 実態 を示 して み る ［西 澤 ， 1995A
， p ．155］． こ れ は 管

理会計の 中心 をな す利益計画 の 設 定方法 を調査 した もの で
，
D の よ うに 「ト ッ プの 政策 に

よ り決定 す る」会 社が
，

180 社 中 143 社 （79．4％ ） に 及ん で い る ． 換 言す れ ば
， 計 量 的 に

利益 計画 を設定 して い る会社 は ， 180 社 と 143 社の 差 額で あ る 37 社 （20．6％ ） しか 存 しな

い ．37 社 の うち 25 社が 利益 図表 を また 27 社 が 利益 公 式 を使用 して い る が ， 資本 に 関 し

て 資本 図表や 資本公 式 を使用 して い る会社 は ，わ ず か 3 社 しか ない ．

　 なぜ 利益計画 とい う最重 要課題 を ，
ト ッ プ の 政策決定 に委ね ，

CVP な い しCVPC 分析

を使用 しない の か ．具体的 に は
， 資本 図表や 資本公式 を実務で は殆 ど使用 して い な い の は

，
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　　　　　　　　　 表 4　利益計画 の 設 定 法の 実態

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 延 べ 社数

i欝灘軽蕪瑞1漏証撒i灘｝198
業種別分類 規模別分類 総回答会社回

答

　

設
問

製造業 非 製造業
一
部上場 そ の 他 合計 平均

回答 数 自分率 回答数 百 分 率 回答数 百 分 率 回 答数 白分率 回 答数 百分率

A 2014 ．8 511 ．1 2013 ．8 514 ．3 2513 ，9

B 2216 ．3 511 ．1 2215 ．2 514 ．3 2715 ．0
C 10 ．7 24 ．4 32 ．1 00 ．0 31 ．7

D 10477 ．0 3986 ．711579 ．3 2880 。014379 ．4

社数 135100 ．0 45100 ，0145100 ．0 35100 ．0180100 ．0

なぜ か ． 大 きな疑 問 が 生 ず る ，そ の 理 由の 1 つ を機 能 別 目的適 合性 ， 特 に 費用 便益 理論

に 求 め て み よ う．機 能別 目的適合性 の 観点 よ り経営機能 を計面 と統制 に 大別 し，次に 計画

を利益計画 と資金計画に 区分す る． こ れ らを さ らに短期 と長期に ， また プ ロ ジ ェ ク ト別 ，

セ グメ ン ト別 ， 期 間計画 別 に 順次細 分 して ゆ く．各機 能 を細 分 し各別 に 計画 会計 を適用 す

れ ばす る ほ ど，有用性 を 向上 させ る こ とが で きる．

　 と こ ろが そ の 反 面 ，手数や 費用 が 増 大 す る の で
， 費用 便益 理 論 の 立 場か らは

， 費用 を余

り要 しな い 簡便 方式が 選好 され る ． ト ッ プの 政策 決定 に 委ね られ て い る の は
， そ の た め と

考 え られ る ．反 面 ， 計量 的手法 （特 に 資本 図 表や 資本 公式 ）が 実践 され て い ない 理 内 は
，

費用 の 割 に 大 きな便益 が え られ な い との 実務側 の 判 断 に よ る もの と考え られ る．

　上 記 と同
一

の 推論 は
， 費 用分解 に つ い て も下す こ とが で きる 。表 5 は

， 利益計 画 で 必 要

　　　　　　　　　　　　 表 5　変動 費と固定費の 分解 の 実態

　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　　 延 べ 社数

　　　　　il灘 獅｛謬1蒸
：

量黨
：lii響

業種別分類 規模別分類 総回答会社
　　墅
曇 几 　 　　 　 　口

裔
製造業 非製造業

一
部上 場 その他 合計 平均

回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率

A 14297 ．9 7875 121968 28100 ．014997 ．4
B 00 ．0 00 ，0 00 ．0 00 ．0 00 ．0
C 00 ．0 00 ．0 0 α0 00 ．0 00 ．0
D 53 ．4 1125 64 ．8 00 ．0 63 ．9

社数 145100 ．0 8100 ．0125100 ．0 28100 ．0153100 ．0
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と され る変動 費 と固定費 の 分解 に つ い て 実態調査 した 結果 で あ る ［西澤 ，
1995A ，　p．93］．

同表の A の よ うに 「勘定科 目法で 費用 分解 して い る」 会社 は ， 153 社 中 149 社 で なん と

97．4％ に 及 ん で い る ． D の 変動 費率 法 は と もか く，
B の 散 布 図表法 と C の 最小 自乗 法 は

，

使 用 して い る会社が 1社 も存 しな い ．一
体 ，

こ の 実 態 は何 を意味 す る の か ．

　管理 会計 の 講義 で は
， 散 布図表法 ， 最小 自乗法 ， 変動費率法に つ い て 多 くの 説明 を費や

し
， 場合 に よ っ て は最 小 自乗法の 展 開や 計算演習 まで 試 み る こ とが 多い ． と こ ろ が実務 で

は こ れ らが 全 く使用 され て い ない の は，誠 に残念 で ある ．
一

見不 正確 とも思 わ れ る勘定科

目法 を ， 殆 ど全 部の 会社 が使用 して い る理 由は ，2 つ 考え られ る ．第 1は，勘定科 目法の

方が ， 散布 図表法 に比 べ デ
ー

タ が 少 な くて す む と共 に ， 最小 自乗法 よ り処 理 が 簡単です む

こ とで ある ．第 2 は ， 勘定科 目法は財務諸表をその まま使用 で きる利 点が ある ．

　 こ れ らの 理 由か ら実 務で は専 ら勘定科 目法が 利用 され て い る以上 ， 管理 会計理 論で は勘

定科 目法 を も っ と重 視すべ きで あ る ．特 に 準変動 費 を費用分解 す る際 の 問題 解決 に当 た ら

ない と
， 管 理会計 理論 は 実務 に 貢献 す る こ とが で きない ．

（3） 管理 階層別 目的適合性 の 仮説 と例証

　第 3 に管理 階層別 H 的適合性 の 観 点 か らは
， 次の 仮 説 を立 て る こ とが で きる ．

　　仮 説
一 『管理 階層 に よ り必要 とす る情報 ニ ーズ が 相違す るの で ，管理 階層毎に 異 な る

　　　　　　情報 を提 供す る こ とに よ っ て管理 会計の 有用性 を向上 させ るべ きで あ る ．』

　当仮 説 を例 証す る た め ，表 6 の 実態 調査 結果 を示 して み よ う ［西澤 ，
1995A

，
　p ．156 ］．

こ れ は
， 予算編成に先立 っ て 目標利益 を指示する方法を調査 した もの で あ る ．A の よ うに

「期 間利益 額で 指示す る 」会社 は
，

209 社中 198 社で
， なん と 94 ．7％ に 達 して い る ，B の

よ うに売 上高利益 率法 に よ る会社 も 30 社 （14．4％） あ る が
，
C の 資本利益率 法 を使 用 して

ABC

　　　　　　　 表 6　目標利益 の 指示法の 実態

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　延 べ 社数

1黶黶i糴1驪 輪：：三1三股三1三1三三：顎b唇
業種別分類 規模 別分類 総 圓答会社

　　熨
≡」し　 　 　 　口

裔
製造業 非製造 業 一

部上 場 その他 合計 平均

回 答数 白分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率

A 15093 ．8 4898 ．016294 ．7 3694 ．719894 ．7

B 2616 ．3 48 ．2 2414 ．0 615 ．8 3014 ．4
C 53 ．1 00 ，0 52 ．9 00 ．0 52 ．4

社数 160100 ．0 49100 ．0171100 ．0 38100 ．0209100 ．0
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い る 会社 は わ ずか 5 社 （2．4％） に す ぎな い ．

　管理 会計理 論で は ， 利益 金額 よ り利 益率が選 好 され ， 利益 率 と して は 売上 高利 益率 よ り

資 本利益率 が 推奨 され るが ， 実務 は こ れ と正 反対 の 実 態 を示 して い る ．大学 で は実務 に役

立 た な い こ とを教 えてい る とか ，管理 会計理 論が 間違 っ て い る とは 考え られ ない ． 欧米の

文献で も等 し く利益 金額 よ り資本利益 率 を重 視 して い る こ とは 通説 とな っ て い る ．

　 そ こ で ，管 理 会計理 論 と実務 の 乖離 原 因 を管 理 階層 別 目的適 合性 に 求め て み よ う． こ の

観 点か らは ， 同 じ管理 者 で も管理 階層 に よ り必 要 と され る情報 ニ ーズ が 相違 す るの で ， ど

の 管理 階層 を対象 とす るか に よ り回答結果 に乖離 が 生 ず る こ とに な る ．管理 会計理論 で は
，

ト ッ プ が ミ ドル に 目標 利益 を指示す る場合 が 暗に 想定 され て い る ． こ の た め
， 利 益金額 よ

り売上高利益 率 ， さ らに は 資本利益率 を使用 す る こ とが 推 奨 され て い る ． とこ ろが 今回 の

ア ンケ ー ト調 査 に 回答 した の は
，

ミ ドル で あ る た め
，

ミ ドル が ロ ア
ー

に 目標利益 を指示 す

る際の 実態 が 回 答 され た もの と思 われ る 。後者 の 場 合 に は ， 資本利益 率で は抽象 的で あ り，

また ミ ドル は 資本 責任 を有 して い な い の で
， 利益 金額で 指 示す る 方 法が 広 く行 われ て い る

の で あ ろ う．

　こ れ と同
一

の 推論 は，表 7 の 実態調査結果 に つ い て もあて は まる ［西 澤 ，
1995A

， p ．37］．

当表 は 目標利 益 の 指示 に続 く利益業績 の 評価 方法 をア ン ケ ー ト調査 した もの で ある ．業績

評価 に 際 して も， B の よ うに 224 社 中 194 杜 （86．6％ ）が 利益 金額 を評価 基準 と して 使 用

して い る ．C の よ うに 売上 高利益 率法 を使用 して い る 会社 は 53 社 （23．7％ ）で あ り，
　 D の

資本利益 率法 を使用 して い る会社 は わ ずか 21 社 （9．4％ ） に す ぎな い ． 目標利益 の 指 示法

　　　　　　　 表 7　利益 業績の 評価方法の 実態

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 延 べ 社数

ill鐸難1韈：：1｝蒸｝靉｝｝：ト
業種別分類 規模別分類 総回答会社回

答
　

設
問

製造業 非製造業 一部上場 その 他 合計 平均

回答数 百分 率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答 数 百分率 回答数 百分率

A 7042 ．2 1627 ．6 6737 ．6 194L3 86384
B 14889 ．2 4679 ．3157882 3780 ．419486 ，6
C 4225 ．3 1119 。0 4123 ．0 1226 ．1 5323 ．7
D 1710 ．2 46 ，9 1910 ．7 24 ．3 219 ．4
E 53 ．0 23 ．4 52 ．8 24 ．3 73 ．1

社 数 166100 ．0 58100 ．0178100 ．0 46100 ．0224100 ．0
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と利益業績の 評価法 は，類似 の 傾 向を示 して お り，前記 と同 じよ うな推論 を下 す こ とが で

きる ．

（4） 環境対応型 目的 適合性

　 第 4 に
， 環境対応 型 目的適合性 の 視 点か らは

， 次 の 仮説 を設 ける こ とが で きる ．

　　 仮説一 『環境 変化 に対応す る新 しい 管理 会計技法 を開発 し実践 化する に は ，多大の 年

　　　　　　 月 と努力 が必 要 なの で
， 産学 あげて その 促 進 に努 め る こ とが 管理会計の 有用

　　　　　　性向上 に 不 可欠 で ある ．』

　当仮説 を表 8 の 調査 結果 に つ い て 例 証 して み よ う ［西 澤 ， 1995A ，
　p ，49］．当表は

， 環境

変 化 に 対応 す る新 しい 原価管理 の 新方式 を実態調査 した もの で あ る ． F の 標準 直接 原価計

算 は ，126社 中 78杜 （61．9％）が 実施 し ， ほ ぼ 定着 して い る ．次 い で C の 原価企 画 は 37

社 （29．4％ ）， E の ゼ ロ ベ ース 予算 も 23 社 （18．3％ ）が 導入 ず み で ある ． と こ ろ が 昨今学

界 や 出版界 で 注 目 され て い る A の ABC は わ ずか 13 社 （10．3％ ） しか 実施 され て い な い 。

B の ラ イフ サ イ ク ル ・コ ス テ ィ ン グ は 8 社 （6．3％）が 実施 され て い る にす ぎず ， D の 品質

原 価計算 に 至 っ て は わ ずか 1社 （0．8％ ） しか 実施 して い な い ．

　 ア メ リ カ で は ABC （Activity−Based 　Costing）は時代 の 寵児 とさ れ ，　 IMA の 機 関誌

Man αgement 　Accountingで は ，再 三 再 四 に亘 っ て と りあげ て い る． しか し上記 の 調査結

果か ら は， ABC は 日本 に は 通用 しな い の か の 懸念 さえ生 ず る．筆 者 自身は
，
　 ABC は 日本

に も十分適用 可能で あ る と信 じて い る ．た だ ABC を初 め新 しい 管理 会計 技法 を実 務 に 定

　　　　　　　　　　　　　　　 表8　原価 計算の 新方式 の 実態

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 延 べ 社 数

ABCDEF

鰭叢護撫撫lll罫鯊落聾
ゼ ロ ベ ース 予算 （ZBB ） を実施 して い る 。

一 ……一 ・…・一 ・23

標準直接 原価 計算を実施 して い る ロ

………・……・…・………… 78

160

業種 別分類 規模別 分類 総回答会社回

答
　

設

問

製造業 非製造 業 一
部上 場 そ の他 合計 平均

回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百 分率 回答数 百分 率

A 109 ．3 316 ，7 98 ．9 416 ．0 1310 ．3
B 65 ．6 211 ．1 76 ．9 14 ．0 86 ．3
C 34315 316 ．7 3130 ，7 624 ．0 3729 ．4

D 10 ．9 00 ．0 11 ．0 00 ．0 10 ．8
E 2018 ．5 316 ．7 2019 ．8 312 ．0 23183
F 6863 ．0 1055 ，6 61604 1768 ．0 7861 ．9

社数 108100 ．0 1810 α 010110 α0 25100 ．0126100 ．0
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着 させ る に は
， 長 い 年月 と多大 な努力が 必 要 と され る に す ぎな い ．

　そ こ で 前記の 新手法 に つ い て ，導入 後 の 経過 年数 を調査 して み た ．標準直接原 価計算

（Standard 　Direct　Costing＞は
，
1966 年に通 産省答 申書 に よ っ て 提 唱 され て 以 来 ［通 産省 ，

1966
， 第 3 章第 7 節 ］，

30 年 の 歳 月が 経 っ て い る ．原価企 画 （Target　Costing） は い つ 開

発 され た か 定 か で は な い が ， 田 中雅 康教授 に よれ ば 1973 年 か ら本 格 的 に 実施 され て い る

の で ［田 中 ，
1995

， p．2］，
22 年が 経 過 して い る こ と に な る ．

　他方，ゼ ロ ベ ース 予 算 （Zero −Based 　Budgeting ）は
， 筆者 が ア メ リカ か ら輸入 した の

が 1978 年で ［西澤 ，
19781

， 既 に 18 年間を費や して い る ．そ れ に ひ きか えABC ， ラ イ フ

サ イ ク ル ・コ ス テ ィ ン グ （Life　Cycle　Costing ＞， 品 質原価計 算 （Quality　Costing ）は
，

わ が 国 に紹介 され て 未だ 数年 しか経過 して い な い ．い ま新原 価管理 方式の 経 過年数 と採用

率 を対比 して み る と
， 次 の よ うに比 例 関係 の 存す る こ とが 判 明す る ．

・標準 直接 原価計 算は
，
30 年で 61．9％

・
原 価企 画 は ，　　　　 20 年で 29．4％

・ゼ ロ ベ ー
ス 予算 は

，　 18 年 で 18．3％

　導入 後の 経 過年数か ら考 察す る と
，
ABC は ， 10％ 「しか 」 採用 され て い な い と解す る

よ りも ， 10％ 「も」採用 され て い る と評価すべ きで あ る． こ の よ うな解釈論 を筆者 は 「も

しか 」理 論 と称 して い る．統計 的数値 は 同
一

で も
， それ を 「も」 と解す る か 「しか」 と評

す るか に よ っ て結果 の 解釈が 正 反対 と な る．管理 会計分野 で も
， 会計解釈論 を真剣 に検討

す る 必要が あ ろ う．

　そ れ は と もか く新 管理方式 の 開発 ・実践 に 長年 の 歳 月 と多大 な努 力が 必 要 な事実 を等閑

視す る と ， 管理 会計 は環境変 化に即応で きな くな り， 有用 性 を喪失 す る こ と に な る ．管理

会計 の 有用性 を復 活 する に は
， 個人の 研究や 1 会社 の 実践 に委ねる だけで は 不十分で ある．

わ が 日本管理会計 学会（JAMA ）が 原動力 と な っ て
， 産学協 同の 道 を切 り開 くこ とが 不可 欠

で あ る ．
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The  Gap  between  Theory  and  Practice in

     Management  Accounting  from  the

   Viewpoint  of  a  Questionnaire Survey

Osaniu  Nishizawa*

Abstract

  I conducted  a  questionnaire  survey  on  the 227  items, covering  all  areas  of  man-

agement  accounting  to 1,OOO leading Japanese  corporations  in the Autumn  of  1994.

I found the serious  gap  between theory  and  practice in management  accounting  as

the result  ofanalyzing  the replies.  There  were  replies  which  shewed  the  probable
contrary  conditions  between theory and  practice.

  Why  does practice alienate  from theory  in management  accounting  and  how

should  they  reconcile?.  My  thesis challenges  above  problems, In this thesis I

define and  classify  theory  and  practice and  then  study  the relationship  among

them. As  Alienation theory and  Unification theory  cannot  be adapted  in this case,

I discuss how  to reconcile  from the viewpeint  of  Reconcilement  theory.

  First bf all, in order  to solye  the alienation  vs,  reconcilement  problems  between

theory  and  practice in management  accounting,  I pick  up  the  main  theme  of

Usefulness, especially  Relevance. I classify  them  into three categories  that is single

relevance,  duplicate relevance  (devise it into relevance  by  business funetions and

by management  levels) and  relevance  by  environment  countermeasures  types. I

study  historically the  reasons  of  alienation  and  the  method  of  reconcilement

through  literatures from home  and  abroad  in each  of  the  categories  and  present  the

background oftheoretical  study.  I disclose my  real  intention as  well  as  the  formal

intention on  them.

  In the main  part  ef  the thesis, I show  four hypotheses on  the  basis of  above  dis-

cussion  and  then  illustrate each'of  them  by the result  from my  questionnaire sur-

vey  cited  earlier.  Lastly, I intend and  conclude  that the Japanese Association of

Management  Accounting  need  to play an  important role  in order  to reconcile  theory

and  practice in management  accounting.

Key  Words

Management  Accounting Theory, Management  Accounting  Practice, Usefulness,

Relevance,Questionnaire Survey, Hypothesis and  Il}ustration, Alienation  and

Reconcilement

 Submitted  December  1995.
*-Professer

 of  Accounting, School efCommeree,  Waseda  University

66


